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ALTENA の
Web サイト
はこちら→

ローザムステッドの
長期連用畑

4/1000 イニシアチブのWebサイト 
www.4p1000.org より

　4/1000（英語で「フォーパーミル」と読みます）

イニシアチブは、「もしも全世界の土壌中に存在す

る炭素の量を毎年 4/1000 ずつ増やすことができた

ら、大気CO
2
の増加量をゼロに抑えることができる」

という計算に基づき、土壌炭素を増やす活動を推

し進めようとする国際的な取り組みです。2015 年

にパリで行われた気候変動枠組み条約第 21 回締約

国会議（COP21）の際にフランス政府主導で始まり、

2017年11月現在、日本を含む258の国や国際機関、

NPOなどが登録しています。

　土壌中の炭素量（有機物）が増えると、その分、

大気のCO
2
が減った計算になるので、堆肥や緑肥を

すき込むなど農地土壌をうまく管理することによ

り地球温暖化の緩和に役立つことがわかっていま

す。土壌中に有機物として含まれる炭素の量は、

地球全体では莫大な量なので、その 4/1000 でも毎

年の化石燃料の燃焼などによる大気CO
2
増加量に匹

敵する量になるのです。大事なのは、このように

して土壌炭素を維持増進することは、農地の生産

性を維持して持続的な食料生産にも役立つという

点です。

　私たちの研究センターでは、このイニシアチブ

をきっかけに農地管理と土壌炭素貯留（土壌の炭

素量を増やす効果）について考えようと、2017 年

2 月に、農研機構 -- MARCO 国際シンポジウム「今

こそ土壌の炭素貯留 ～ 4/1000 イニシアチブととも

に」を開催しました。海外からの講演者 5 名を含

む多くの方が参加し、炭素貯留効果を比較検討す

るなかで、世界各地で数十年にわたり実施されて

いる有機物などをほ場に連続してすき込む試験（長

期連用試験）の結果から多く知見が得られつつあ

ることが分かり、このような地道で息の長い調査

の重要性が参加者の間で再認識されました。これ

をうけて、シンポジウムから間もなくアジアにお

ける長期連用試験のネットワーク（ALTENA）を

設立しました。

　ところで、毎年 4/1000 も土壌炭素を増やすなん

て不可能で非現実的だという批判もあります。し

かし大事なのは、たとえ4/1000が困難な目標であっ

たとしても、土壌炭素を維持増進することが気候

変動緩和だけでなく持続的な食料生産にとっても

プラスである win-win の方策であるということで

す。したがって、その目標に向かって進むという

方向性は正しいと言えます。また、たとえ 4/1000

という目標が達成できなくとも、例えばその半分

や 1/10 だったとしても、かなり大きな貢献になる

ほど規模の大きな話であるということも取り組む

価値があるところです。

　この取り組みにのって、土壌を持続的に管理し

ていくことの重要性が世界中に広まっていくこと

を願います。

土壌への炭素貯留で世界を救う
　　　　　～ 4/1000 イニシアチブ

白戸 康人
気候変動対応研究領域　土壌炭素窒素モデリングユニット

特集『気候変動と土壌保全に関する国際ネットワークへの取り組み』

　イネは熱帯由来の作物で本来暑さに強いと考え

られていますが、開花時に高温にさらされると受

粉に失敗し稔らなくなる障害（高温不稔）が知ら

れています。この高温不稔は日本の現在の気候で

はまだ深刻な問題ではありませんが、中国の長江

流域やアジアの国々など世界の高温稲作地域では

高温不稔によると考えられる減収が起こっており、

将来温暖化により日本でも発生が懸念されていま

す。しかし、高温不稔が実際の水田でどんな条件

でどのくらい発生し、どれほどの減収をもたらす

かは、まだ解明されていません。解明が遅れてい

る理由の一つが、高温不稔に直接関わる穂の温度

や、穂が感受している水田群落内の微気象環境デー

タが世界的に少ないことです。水田群落内は、葉

による日射の遮断や蒸散、水面からの蒸発などに

よって、気象観測所などでの一般的な気象データ

とは異なる独特の微気象環境を形成しており、そ

のギャップが高温不稔の発生要因の解明や正確な

リスク評価の妨げとなっているのです。このよう

な背景から、農業環境変動研究センターでは世界

の高温稲作地域を横断する国際観測ネットワーク

（MINCERnet）を組織し、アジア、アフリカ、アメ

リカの水田において群落内の微気象と高温不稔・

収量のモニタリングを実施しています。これまで

のモニタリングから、イネ開花時刻の群落内の気

温は、群落上よりも 4℃近く低い場合もあれば、逆

に群落上より 1℃以上高い場合もあること、開花時

刻のほかに高温不稔に影響するとされる夜間の温

度や湿度条件もサイトにより大きく異なることな

どがわかってきました。

　2018 年1月26日には、MINCERnet の成果をもち

より、国際農林水産業研究センターとの共催で、

農研機構－MARCO国際シンポジウム「気候変動下の

イネの高温障害にたちむかう国際観測ネットワー

ク MINCERnet」をつくば市で開催しました。世界の

高温稲作地域における水田熱環境と高温不稔に

ついての最新の成果が紹介されるとともに、

MINCERnetを活用した高温不稔耐性品種の導入など

の適応策の有効性の評価や、天水田で将来懸念さ

れる高温と乾燥の複合ストレスの影響の解明など、

新たな展開についての議論も活発に行われました。

今後はさらに水田群落のモニタリングデータを蓄

積し、データや知見をネットワークで共有すること

で、高温不稔発生の実態解明を加速させていきます。

世界の水田での
開花時高温不稔の実態にせまる

吉本 真由美
気候変動対応研究領域　作物温暖化応答ユニット

イネの花

観測地点の分布と

作業風景

水田群落内外の気象を測定（スリランカ）

農業環境変動研究センター（当時：農業環境技術研究所）が MINCERnet のた
めに独自に開発した自立型群落内微気象測定装置。太陽光充電池で駆動され
る強制通風式放射よけシールド内に、温湿度センサ付き小型データロガーを
格納し、配線作業不要で足場の悪い水田でも設置が容易。気象の専門家でな
くても電源のない場所でも、簡単かつ高精度で群落内の気温・湿度を連続測
定できる。そのユニークな形状が肉挽き器（mincer）に似ているとも。

MINCER
Micrometeorological Instrument for Near Canopy Environment of Rice

特集『気候変動と土壌保全に関する国際ネットワークへの取り組み』


